別記第１号様式
	令和3年度　就学援助認定申請書（世帯票）
	区分
	要保護・準要保護
	新規・継続


※申請者は太線の枠内のみ記入し、年齢及び学年は令和3年4月2日現在で記載してください。
	【誓約・同意事項】
１．申請に伴い認定された場合の四万十町からの援助費については下記の口座へ振込みを依頼します。
２．認定事項（住民基本台帳･税務･年金･児童扶養手当）については、関係機関の調査に同意します。
３．必要により学校長又は学校教育課長を受取代理人とします。
４．学校納付金を滞納した場合は、受領代理人口座（学校口座）へ振り込んでいただき、就学援助の対象項目の滞納等の清算をすることを承諾します。
５．就学援助費の過誤受領等の場合は、教育委員会の指示に従って返納します。
　　四万十町教育長　様
私は、上記について承諾し、次のとおり令和３年度就学援助費の申請をします。
　令和 ３ 年 　 月 　 日
　　　　　　　　　　申請者(保護者)　　住  所　　四万十町 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　申請者(保護者） 　ふりがな
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

	令和3年1月1日
現在の住所
	
	連絡先
	電話（自宅）　　　－
　　（携帯）　　　－　　　　－

	世帯の状況（児童・生徒も含む全員）
	該当児童・生徒は○印
	○印
	氏　名
	続柄
	生年月日
	年齢
	学　年
	職　業
	備　　考

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	
	
	
	
	
	大・平
昭・令
	年　 月　 日
	
	学校　年
	
	

	申　　請　　理　　由
	該当するいずれかに必ず○をつけてください。
１　生活保護法による保護の受給・停止・廃止
２　市町村民税の非課税または減免
　個人事業税・固定資産税の減免
３　国民年金保険料の免除
４　国民健康保険税の減免または徴収猶予
５　児童扶養手当の支給（児童手当とは異なります）
６　生活福祉資金貸付制度による貸付
７　経済的な理由により援助を要する状況
　　（世帯の需要額が保護世帯基準の1.3以内）
	1～７以外に該当する人は申請の理由を詳しくお書きください。

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	金融機関名
	支　　店　　名
	預金種別
	口　　座　　番　　号
	口座名義人（必ず申請者であること）

	　　　　　
	支店
本所
支所
	普　通
	
	
	
	
	
	
	
	フリガナ

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（教育委員会）
上記の者を　要保護　・　準要保護　　児童生徒として　（　認定します　・　認定しません　）　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　　四万十町教育長　印

	　申請理由の１から７以外で、就学援助を必要とする場合に記入

	就学援助を必要と（　　認めます　　　　認めません　　）
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　学校長　印
	就学援助を必要と（　　認めます　　　　認めません　　）
　　年　　月　　日
民生委員氏名　　　　　　　　　　印

	上記の者を　　要保護・準要保護　児童生徒として　（　承認します　・　承認しません　）
　　　　年　　月　　日　　四万十町教育委員会　印　


